
 

 

 

目黒区雨水流出抑制施設設置に関する指導要綱 

平成２年１１月２日付け目都計第３４５号制定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「目黒区豪雨対策計画（旧：目黒区総合治水対策基本計画）」に基づき、降雨によ

る水害の防止と安全な生活環境の確保に資するため、総合的な治水対策の一環として行う公共施設及

び民間施設における雨水流出抑制施設の設置に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対策） 

第２条 次に掲げる施設の設置若しくは増改築又は排水系統に関する改修（以下「設置等」という。）

を行おうとする者は、流域対策の推進のため、当該施設内に雨水流出抑制施設の設置するよう努める

ものとする。 

(1) 国、地方公共団体又はその他公共的な団体が設置する施設 

(2) 前号以外の法人又は個人が設置する施設（以下「民間施設」という。） 

２ 区長は、前項に掲げる施設の設置等を行おうとする者に対し、当該施設内に雨水流出抑制施設を設

置するよう指導するものとする。ただし、民間施設にあっては、都市計画法（昭和４３年法律第１０

０号）第２９条第１項に基づく開発許可を要する区域内又は敷地面積が５００平方メートル以上のも

のに限る。 

（雨水流出抑制施設） 

第３条 雨水流出抑制施設とは、次に掲げる施設とする。 

(1) 雨水の浸透施設 

(2) 雨水の貯留施設 

(3) 前２号の施設を組み合わせた施設 

（抑制対策量） 

第４条 目黒区内における雨水流出抑制対策の目標である目黒区豪雨対策計画のとおり、別表の単位対

策量により抑制対策量を算定するものとする。 

（技術的事項） 

第５条 雨水流出抑制施設の技術的事項に関しては、別に定める「目黒区雨水流出抑制施設技術指針」

を標準とし、これにより難い場合は、区と別途協議するものとする。 

（事前協議） 

第６条 第２条第２項の指導により雨水流出抑制施設を設置する者（以下「設置者」という。）は、次

の各号のいずれかに該当する手続を行う場合には、当該手続（２以上の手続を行う場合は、最初の手

続）を行う前に区と協議を行い、協議が整ったときは、総合治水事前協議書（以下「事前協議書」と

いう。）に雨水流出抑制施設計画書（以下「計画書」という。）を付して区長に提出するものとする。 

(1) 都市計画法第３０条の規定に基づく同法第２９条に規定する開発行為に係る許可申請 

(2) 都市計画法第３４条の２第１項の規定に基づく同法第２９条に規定する開発行為に係る協議の

申出 

(3) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項（同法第８８条第１項及び第２項におい



 

 

 

て準用する場合を含む。）に規定する確認の申請 

(4) 建築基準法第６条の２第１項（同法第８８条第１項及び第２項において準用する場合を含む。）

に規定する確認を受けるための書類の提出 

(5) 建築基準法第１８条第２項（同法第８８条第１項及び第２項において準用する場合を含む。）に

規定する計画の通知 

(6) 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第１７条第１項（同法第１８

条第２項において準用する場合を含む。）に規定する計画の認定の申請 

(7) 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第４９号）第４条第１項

若しくは第７条第１項に規定する計画の認定の申請又は同法第１１６条第１項に規定する許可の

申請 

(8) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第１７条第

１項（同法第１８条第２項において準用する場合を含む。）に規定する計画の認定の申請 

(9) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第１項から第５項ま

で（同法第８条第２項において準用する場合を含む。）に規定する計画の認定の申請 

(10) 都市の低炭素化の促進に関する法律(平成２４年法律第８４号)第５３条第１項又は第５５条第

１項に規定する計画の認定の申請 

(11) 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年１２月東京都条例第２１５号）第８

９条の規定による設置の届出（同条例別表第２第２号に規定する自動車駐車場の設置に係るものに

限る。） 

(12) 東京都下水道条例（昭和３４年１２月東京都条例第８９号）第４条第１項に規定する下水道管理

者への届出 

２ 前項各号に規定する手続を要しない場合にあっては、当該施設の設置等の着手を行う３０日前に区

と協議を行い、協議が整ったときは、事前協議書に計画書を付して区長に提出するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、この指導要綱の事前協議の規定は、指導要領で定める施設については

適用しない。 

（排水計画協議) 

第７条 設置者が前条の事前協議書及び計画書を提出するに当たっては、あらかじめ次に掲げる者と協

議を行うものとする。 

(1) 下水道管理者 

(2) 必要に応じて河川管理者 

（完了報告) 

第８条 設置者は、雨水流出抑制施設の設置を完了したときは完了報告書を区長に提出するものとする。 

（確認） 

第９条 区長は、前条の規定により完了報告書が提出されたときは、設置者立会いの上、当該雨水流出

抑制施設の設置状況等について確認を行うことができる。 

（維持管理及び安全管理） 

第10条 設置者は、雨水流出抑制施設の効果が保全できるよう適切に維持管理するものとする。 

２ 設置者は、雨水流出抑制施設及びその周辺施設等の安全保持に関し適切な処置を講ずるものとする。 



 

 

 

（委任) 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に区長が定める。 

付 則（平成２年１１月２日目都計第３４５号） 

この要綱は、平成２年１１月２日から施行する。 

付 則（平成１１年４月３０日目都計第１３号） 

この要綱は、平成１１年５月１日から施行する。 

付 則（平成２３年２月２１日目都整第２０９５号） 

この要綱は、平成２３年５月１日から施行する。 

付 則（平成２６年３月２０日目都整第２５８１号） 

この要綱は、平成２６年３月２４日から施行する。 

付 則（令和３年６月２５日目都整第７２７号） 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

付 則（令和４年４月１３日目都整第１７６号） 

この要綱は、令和４年４月１３日から施行する。 

 

別 表（第４条関係） 

 単位対策量 

（敷地面積１ヘクタールにつき） 

第２条第１項第１号に該当する施設 雨水 

６００立方メートル 

第２条第１項第２号に該当する

施設（道路を除く） 

敷地面積が５００平方メートル

以上（大規模民間施設） 

雨水 

６００立方メートル 

敷地面積が５００平方メートル

未満（小規模民間施設） 

雨水 

３００立方メートル 

第２条第１項各号に掲げる施設

のうちの道路 
車道 

雨水 

２９０立方メートル 

歩道 
雨水 

２００立方メートル 
 


